
I．背 景 と 目 的

　近年ドイツの林業労働力が改めて注目されている。それ
は，日本において，伐採量の増加に伴い，高度な技術を身
に着けた労働者が要請されており，そのための教育制度の
在り方が注目されるようになったためである（注 1）。
　1990 年代以降のドイツ林業研究は，石井や神沼らを中
心として，制度分析が中心に行われてきた。石井（1997；
1998；2003）は，90 年代を日本林政の転換期と捉え，国
際的位置づけの必要性を研究視点の一つとしながらドイツ
林政の分析を積極的に行った。神沼（1992b；2012）は森
林政策や近自然的林業の展開に注目しながら，現代社会に
おいて要請される多様なニーズを踏まえ，林政の目指すべ
きあり方を模索している（注 2）。2000 年代以降は，それ
ら先行研究を踏まえた上で，更に，森林管理制度の仕組み
をより具体的に明らかにしようと試みる研究が行われた。
行政改革に伴う森林管理制度の転換（石井 2005；神
沼 2005；神沼・安井 2006）や森林管理を担うフォレスター
の役割（石崎 2019）に関する研究などである（注 3）。ド

イツの森林管理制度とその実行を担うフォレスターに関わ
る研究が積極的に行われてきたのである。しかし，森林管
理，の現場を担う林業労働力の分野は，これまでに十分な
焦点が当てられてこなかった。
　林業労働力の教育制度については，神沼（1991）が養成
制度を利用した者は「基幹的林業労働者の一定の割合に達
しているとみても良い」と指摘していたが（注 4），具体
的な内実の把握は行われてこなかった。神沼（1991）や奥
山ら（2010）の報告は，現場作業者の教育制度の紹介に留
まる。ドイツにおける林業労働力の再生産構造の把握は，
森林管理の全体像を理解するために重要な視点であり，そ
の中で教育制度の実態や役割を明らかにすることは，ドイ
ツ林業研究および林業労働力研究に新しい知見を寄与する
（注 5）。
　本稿の課題は，バーデン・ヴュルテンベルク州（以下，
BW州）を事例に，ドイツにおける林業労働力教育制度の
実態を明らかにし，林業労働力の育成における教育制度の
特徴と役割を明らかにすることである。
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　本稿の課題は，ドイツにおける林業労働力教育制度の実態を明らかにし，その制度の特徴と役割を明らかにすることである。
バーデン・ヴュルテンベルク州の事例から次の 4点が明らかになった。一つ目は，ドイツにおいて，林業作業士の育成は，他
産業と共通の連邦の職業教育法に基づくデュアルシステムによって実施されていることである。二つ目は，職業教育制度は階
層化された学校教育制度に位置づいており，毎年一定数の見習生が確保され林業就職者数も安定していることである。三つ目は，
林業のデュアルシステムにおいて，州は，通常企業が担う OJTのかなりの割合を担っていることが特徴である。さらに修了生
を一定期間雇用し，最終的には民間事業体への就職へと結びつけるなど，林業職業教育に果たす州の役割は大きい。四つ目に，
OJTを担う自治体 Albstadt市は，市有林直庸作業者の確保に加え，地域の民間事業体へ人材供給を行っていた。以上から，ド
イツの林業労働力教育制度は，州を中心とした公的機関がデュアルシステムの両面を担うことで，民間事業体の経営に依存し
ない，安定的な育成が実現していると指摘できる。
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II．分　析　方　法

　ドイツの林業労働者の育成は，連邦の職業教育法に基づ
いた州の職業教育制度によって行われている。そこで，分
析は次の 3点から行った。1点目はドイツ全州に共通する
職業教育制度について，学校教育制度との関係からその位
置づけを整理する。2点目は BW州を事例として，林業の
職業教育におけるデュアルシステムの実態と州の役割につ
いて明らかにする。調査は，州立の林業専門学校
Königsbronn校 に て 2017 年 に Emig氏，2018 年 に Dr. 
Freist-Dorr氏に聞取りを行なった（注 6）。3点目に，見習
生を受入れ，OJTを担う企業の実態を明らかにする。見習
生を積極的に受入れている，Albstadt市有林を事例とした。
調査は 2018 年に同市の木材販売課担当 Seybolt氏に聞取
りを行なった。

III．ドイツの教育制度と職業教育

1．�ドイツの学校教育制度における職業教育の位置づけ
　図︲1 はドイツの教育制度の基本構造である（天
野 1998）。学齢に達した子どもは初期教育を行う基礎学校
を 9～10 歳ほどで卒業した後，中等教育の学校へ進学する。
中等教育Ⅰは伝統的な三つの学校に分かれる（三分岐型）。
一つ目は，大学進学希望者が入学するギムナジウム
（Gymnagium）である。二つ目は，実科学校（Realschule）
で，卒業後に全日制の職業専門学校に進学するか，デュア
ルシステムによる学校と企業における職業訓練（以下，デュ
アルシステムに基づく職業教育）をうける。三つ目は，基
幹学校（Hauptschule）で，卒業後デュアルシステムに基づ
く職業教育をうける。デュアルシステムに基づく職業教育
を受ける主な階層は，基幹学校卒業生あるいは実科学校卒
業生である。なお，ギムナジウム卒業生は，職業専門学校
やデュアルシステムに基づく職業教育を受けることも可能
で，林業においても実際に一部が職業教育へ進んでいる。

2．�デュアルシステムとは何か
　ドイツの，職業教育は連邦によって 1969 年に施行され

た職業教育法によって規定されている。各州は同法に基づ
いて教育計画を職種ごとに作成しなければならない。職業
教育の修了によって得られた職業別の国家資格は州をまた
いで広く通用性を持つ（注 8）。
　教育計画に基づき実施される職業教育は，デュアルシス
テムと呼ばれる方式をとる。デュアルシステムとは，「公的」
職業学校への通学と「私」企業における職業教育（OJT）
を並行して行い，理論と実践の両側面から教育を行う制度
のことである（注 9）。職業教育を受ける者は見習生とい
う身分になり，2～3年間（注 10）の職業教育を受けるた
めに，OJTを行う企業と訓練契約を結ばなければならない。
訓練契約は，見習生専用の労働契約のことを意味し，訓練
職種，訓練期間，訓練者（指導者）と見習生の義務などの
内容の他，労働契約同様に労働時間や休暇，給料にあたる
訓練の報酬額も規定されている。
　職業学校の目的は，一般的および専門的教育内容を生徒
に教授することであり，職業教育の要請に配慮しながら実
行される。一般的には，週 1日職業学校で集合研修を受け，
残りの 4日は企業で OJTを受ける形式となっている。

IV．林業部門の職業教育の実態�
―BW州を事例に―

1．�林業における職業教育の変遷と教育計画
　BW州は，約 137 万 haの森林面積を持つ。これは，州
面積の 38.4％であり，ドイツでも有数の林業が盛んな州で
ある。ドイツの所有形態別森林は，州有林，団体有林，私
有林で分けられており，州有林面積は約 33 万 haと森林面
積の 24.1％を構成している。BW州は，長らく州有林管理
のために特別行政組織である森林署を維持してきたが（石
井 2005），2000 年代前半に廃止した（神沼 2005）。その
後は一般行政組織へ移行を遂げており，2009 年以降，州
有林管理経営は州公企業である ForstBWによって行われ
ている（香坂ら 2016）。
　まず，BW州の林業労働者の変遷を明らかにしていく。
州有林における林業労働者の推移を見ると，1953 年では

図︲1．ドイツの教育制度の基本構造
ドイツの教育（天野 1998）P. 35 より抜粋。 
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約 27,313 人であったが，約 30 年後の 1982 年には，6分の
1の約 4,450 人まで激減した（Weidenbach 1985）。激減の
理由は季節制および臨時労働者の減少であり，通年労働者
はほぼ一定で推移していた。このことは，造林や育林など
の単純労働を担う季節制および臨時労働者よりも，伐倒な
どの熟練労働を担う通年労働者が施業上重要となっていっ
たことを示す。そのため，熟練労働を担う通年労働者は，
林業の職業教育における対象者とみなされていった。
　同期間の州有林における林業労働者の被教育状況を見て
みると，1953 年には林業の専門労働者 2,715 人（30％），
被教育中の労働者 392 人（4％），非専門労働者が 5,661 人
（63％）であり，1982 年では，林業の専門労働者 1,995 人
（59％），被教育中の労働者 249 人（8％），非専門労働者
892 人（26％）であった（表︲1）。このように，1950 年代
には専門的な教育を受けたことのない者が 6割を占めてい
たが，その割合は約 30 年間で 2～3割ほどまで低下した。
　BW州では 1950 年代後半には林業講習所が設置されて
いたが，それは林業労働者のために体系的な教育を与える
場とはなっておらず，たいていは林業労働者の育成はフォ
レスターが必要な際に現場で教えるというものにとどまっ
ていた。しかし，職業教育法の施行を契機として，BW州
においてデュアルシステムによる職業教育が林業でも導入
された。具体的には，1975 年に Forstwirt（林業作業士（注
11））の養成を目的とする教育計画が作成され，同時に，
専門教育の機関である林業専門学校が設立された。林業の
教育計画は，数回の改訂を経て，1998 年のものが最新版
と な っ て い る（Ministerium für Kultus, Jugend und Sport 
Baden-Württemberg 1998）。教育計画において定められる項
目は「計画の実行」，「教育と職業学校の位置づけ」，「職業
領域」，「林業作業士の職業訓練と資格」，「基礎科目の時間」，
「カリキュラムの目的」，「専門科目のカリキュラム内容と
時間」である。教育計画において定義される林業作業士と
は，「作業指示書に基づき，多様な森林サービスを発揮で
きる作業を自身で計画，準備，実行できる者」を指してい
る。具体的な科目は，造林学や林業機械学，人間工学や，
将来木施業を理解するための実習など林業生産に関わる専
門科目を中心に構成されている。加えて，動植物等の保護
や景観保全，マーケティング，法律，経済学，社会学など
の科目も設けられており，森林管理業務に関わる基礎的な
知識も身に付ける内容となっている。そして，指導内容は，

見習生に作業責任や共同作業，コミュニケーション能力，
職業資格維持に関わる継続的教育の必要性等を意識づける
内容であることが重視されている。

2．�林業作業士の職業教育�
―デュアルシステムにおける学校の役割―

　図︲2 は，BW州における林業の職業教育の体系を示し
たものである。州の役割は，連邦の職業教育法に基づく，
法律や制度の整備，教育内容の決定，教育施設の整備，
OJTを行う企業の監査，林業専門学校の設立と運営，訓練
契約の受理等である。
　デュアルシステムにおける「公的」職業学校への通学は，
図︲2 の中の「学校」にあたり，集合研修を担う。林業に
おいて，この「学校」は二つあり，一つは職業学校である。
職業学校は BW州に複数あり，職種を問わず，見習生が
国語や数学等の基礎科目を学ぶ。もう一つは，林業の専門
科目を提供する林業専門学校（注 12）である。林業専門
学校は BW州に二つあり，同じ内容の集合研修を実施し
ている（注 13）。集合研修では座学と実地研修の両方を行
い，主に理論を学ぶ場となっている。林業作業士見習生（以
下，見習生）はどちらの林業専門学校で受講するか選択す
ることができる。
　林業専門学校における集合研修は，他の職種とは異なり，
2～3カ月ごとに 2週間ほどまとめて実施するブロック研
修である。ブロック研修は，合計すると年間当たり 12 週
間にのぼる。
　中間試験と修了試験は「学校」にて筆記および実技で実
施される。修了試験に合格すると，林業作業士の職業資格
が得られ，専門労働者としてドイツの他州でも働くことが
できる。

3．�林業作業士の職業教育�
―デュアルシステムにおける企業の役割―

　前述のとおりデュアルシステムのもう一方は，「私」企
業における職業教育，つまり図︲2 中の「企業」が行う
OJTである。OJTは年間当たり最低 100 日以上実施しなけ
ればならない。OJTでは実施すべき専門科目と最低実施日
数が定められている。それを満たした上で，追加的にどの

図︲2．BW州における林業作業士の職業教育システム 

Forstriches BildungszentrumKoenigsbronn での 2018 年の聞取り調査より作成。
＊BW州の州公企業（香坂ら 2016）。

表︲1． BW州有林における職階別森林労働者の内訳

マイスター 専門
労働者

被教育中の
労働者

非専門
労働者 その他 合計

1953 年 － 2,715 人 392 人 5,661 人 315 人 9,083 人
30% 4% 63% 3% 100%

1982 年 28 人 1,995 人 249 人 892 人 222 人 3,386 人
0% 59% 8% 26% 7% 100%

30 Jahre Landesforstverwaltung Baden-Württemberg:  1953︲1982  / 
Landesforstverwaltung Baden-Württemberg. ［Hrsg.: Ministerium für Ernährung, 
Landwirtschaft, Umwelt u. Forsten Baden-Württemberg. Schriftl.: Peter 
Weidenbach］ （Weidenbach 1985）より作成。表中の数字は通年および季節
制で雇われていた労働者の 男性のみのもの。専門労働者，例えば Forstwirte
（現在の森林作業士）；被教育中の労働者，例えば Auszubildende （現在の
林業作業士見習生）。
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科目を実施するかは企業ごとに異なる。
　ところで，林業作業士のための OJTを担う「企業」は，
民間企業だけではなく，州有林管理を行う州公企業体であ
る ForstBWや自治体有林なども含まれる。他の産業分野
では私的な企業が担うのに対し，林業ではこれら公的機関
が担う部分が大きい点が最大の特徴である。それには次の
ような経緯がある。かつて見習生は使い勝手が良い安い労
働力とみなされ，見習生に対して低賃金，過酷な作業内容，
雑用のみの業務等を強いる企業が存在した。また，資本装
備の不十分さや事業の偏りによって受入れの認定要件に満
たない企業が多かった。特に，経営規模が小規模な企業で
は，見習生の継続的な確保ができず，指導体制の整備が不
十分になりがちであった。そのため，適切ではない企業の
認定を取消し，代わって州有林（現 ForstBW）が見習生を
一定数受入れる必要が生じたのである。その結果，BW州
において林業作業士のための職業教育の認定を得ている企
業は 1980 年代に 300 件ほどあったが，2017 年現在には 80
件ほどまで減少した。現在は一つの企業が 2人以上の見習
生と訓練契約を結ぶことを義務付けている。目安となって
いる見習生の受入れ人数は ForstBWでは一つの事業所に
6～9人，自治体では 2～3人，民間事業体では 2人以上と
している。複数名の見習生の確保を義務付けているのは，
先輩の見習生がいることで後輩に良い刺激があること，教
育の質を担保するためである。

4．�見習生の訓練契約および進路における実態
　図︲3 は年間の新規見習生と受け入れ企業の割合を示し
たものである。BW州では，新規見習生は，集合研修の実
施規模を考慮し年間約 150 人を受入れている（注 14）。こ
の内，100 人は ForstBWと，50 人は自治体もしくは民間
の企業と訓練契約を結んでいる。前述のような背景から，
1975 年の林業専門学校発足当初から，州有林が新規見習
生 100 人を受入れるという取決めがなされ，現在に至って
いる。
　新規の見習生の出身学校の内訳は，約 100 人は基幹学校
もしくは実科学校の卒業者である。残りの約 50 人はほと
んどがギムナジウム卒業者だが，一部に 20～40 代の転職
者も含まれる。ギムナジウム卒業者は，フォレスターにな
るための応用科学大学（Fachhochschule）や総合大学
（Universität）に進学する前に現場経験を積むことや大学入
学のための内申点を得ることを動機として，職業教育に参
入する。
　図︲4 は見習生の修了後の進路である。基幹学校および
実科学校卒業者は全て林業へ就職する。一方で，ギムナジ
ウム卒業者約 50 人のうち約 20 人が林業へ就職し，約 30
人が進学する。ごく少数が園芸などの他職種へ就職する。
以上から，林業へ就職を果たす者は，毎年約 120 人で，そ
のうち 8割ほどが基幹学校および実科学校卒業者で占めら
れていることになる。
　修了生は，事業体等と新たに雇用契約を結び就職するこ
ととなる。必ずしも訓練契約を結んだ企業に就職する必要
はない。しかし，修了直後は，ひとまず ForstBWに就職
する傾向にある。修了生は低賃金だが安定している

ForstBWの方が，労働強度が高く倒産の危険性がある事業
体よりも，初期の経験を積む場所として適切であると考え
る者が多いためである。しかし，修了生は 2年ほど勤める
と高賃金の民間事業体へ転職する傾向がある。ForstBWも
この実態に合わせて，修了直後の就職者とは雇用契約を
2～3年で結んでいる。

V．訓練契約と OJTを担う企業の実態�
―Albstadt市を例に―

1．�森林概況と森林管理
　ここでは OJTの内容に反映される市有林管理の実態を
みていく。Albstadt市は BW州の南部に位置し，標高が高
く，金属産業や林業が主な産業の山岳地帯である。BW州
で大規模に自治体の合併が行われた時代に，1976 年に八
つの町が合併されて現在の形に至った。市の総土地面積約
11,000 haの内約 6割が森林となっている。所有別の森林
面積は約 5,700 haが市有林，約 1,000 haが私有林，約
75 haが州有林となっている。私有林は約 1万人の所有者
が存在し，1人当たり平均 0.1 haほどを所有している。
　市有林についてみると，針広別面積割合は，針葉樹が
42％，広葉樹が 58％となっている。森林蓄積は約 176
万 m3，ha当たりの年間成長量が約 8.0 m3 となっており，
これらの森林から年間約 44,000 m3 の素材を生産してい
る。市有林は 5地区に分かれており，1地区約 1,200 haほ
どに 1人の ForstBWのフォレスターが市有林管理のため
に配置されている。森林管理の基本事項に反しない範囲で，
担当フォレスターは市の意向を森林管理に反映する。その
ため，市の部局に森林管理を担うものはなく，木材販売課

図︲3． BW 州における林業作業士新規見習生の年間人数と訓練
契約先企業 

Forstriches BildungszentrumKoenigsbronnでの 2018 年の聞取り調査より作成。
＊BW州の州公企業（香坂ら 2016）。 

図︲4．BW州における林業作業士見習生修了後の進路
Forstriches BildungszentrumKoenigsbronnでの 2018 年の聞取り調査より作成。
＊1 年間 に入学した見習生 150 人に対する割合。
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のみが設けられている。
　森林管理の目標は六つあり，生態系の維持やレクリエー
ション等社会的機能を発揮するための森林づくりが上位を
占め，仕事と雇用の確保も定められていることが特徴であ
る（表︲2）。これは，市における，産業の専門労働者の確
保と育成の方針に基づくものであり，林業に限らない基本
方針である。
　施業は市有林の直庸作業者と請負事業体で行われる。直
庸作業者が行う施業種別の割合は，植栽 55～60％，保育
100％，伐採 75％，集材 0％，林道開設等 0％である。造
林保育事業は現場を知らないと作業が困難という認識であ
るため，直庸作業者が行うこととしている。伐採もチェン
ソー伐倒を主とした施業であるため，直庸作業者で行う割
合が高くなっている。また，市は，金銭面の理由から，ハー
ベスター等の高性能林業機械の所有をしていない。高性能
林業機械による作業が必要な場合は，機械をリースするか，
機械を所持している業者に委託して対応している。
　直庸作業者は 12 人である。直庸作業者は市の職員であ
り，高齢や病気，けがなどで現場作業ができなくなった場
合は学校の用務員などへ異動できるため，離職者はほとん
どいない。1989 年時点でマイスター以外の直庸作業者は
22 人いたが，作業の機械化や外注の恒常化等により 2018
年までに 10 人に減少した。しかし，近年では景観保全や
遊歩道および公園の整備など新しい分野の仕事が増えたこ
ともあり，市はこれ以上減らさない意向を示している。

2．�見習生への OJT
　2018 年 9 月時点で見習生は 1年生から 3年生まで合わ
せて 8人おり，毎年 2～3人の新規の見習生を受け入れて
いる。指導は直庸作業者のうち，マイスター資格者 2名が
担当する。
　OJTの内容は，座学と林内での実地教育とで構成されて
いる。OJTは主に実践に重点を置いており，理論教育に当
たる座学は 1カ月 25％ほど実施するような義務づけと
なっている。座学は，主に外業が難しい日に実施されるチェ
ンソーの手入れや機械構造などを教科書によって行われ
る。市では，器具や機械等を保管する作業小屋を，直庸作
業者用と見習生およびマイスター用とに分けて設置してお
り，OJTの座学もそこで行われる。
　実地教育は，職業教育向けの森林区域が設定されており，
他の直庸作業者とは別に作業の訓練が行われる。ただし，
人手が足りない場合はその区域に限らず作業を行うことも

ある。また，市は高性能林業機械を所有していないため，
OJTでは機械操作を実施しない。見習生は機械操作を集合
研修でのみ習うこととなる。
　指導記録が義務化されており，指導者は OJTにおける
科目別の取組み日数を月別に記入しなければならない。指
導記録に用いる表は，科目ごとの最低取組み日数を確認で
きるようなものとなっているのが特徴である。そして，見
習生は毎日レポートを記入し，週に一度指導者に提出しな
ければならならない。指導記録とレポートの作成は，指導
者および見習生ともに作業量が多く，大きな負担となって
いる。しかし，指導内容の過不足の把握や見習生への個々
のサポートには欠かせないため，書類仕事が苦手な者でも
やり遂げるように，指導者は丁寧に指導する。また，指導
者は，共同作業を意識づけるために家族のような接し方を
心がけているとしており，中退者はいない。

3．�見習生の募集と進路
　若者の都市への流出や鉄鋼業との競合があり，見習生を
安定して確保することは市にとって容易ではないという。
そのため，広報活動や職場体験，インターンシップの受入
れ等の啓蒙活動を積極的に行うことによって，見習生の人
数確保に努めている。
　具体的には，市は，若い世代に林業労働のことを知って
もらうために，基幹学校および実科学校で仕事紹介を行っ
ている。また，中等教育の生徒には職業体験学習の場とし
て，市有林での 1～2週間ほどの林業労働体験を提供して
いる。その他のインターンシップ希望者には，2～3日程
度の受入れを行っており，他地域からの受講生にとっては
地域を知る機会となっている。見習生に応募する者の多く
は，これらの経験を通じて林業労働や地域に興味を持った
ことが背景にある。市にとっても見習生としての適性を事
前に確認できる機会となるため，見習生と職種のミスマッ
チの防止に貢献している。
　見習生の修了後の進路は，そのほとんどが，地元の林業
事業体である。市は，定期的な採用をしておらず，欠員が
出た時のみ，その年の修了生から採用している。市での採
用が不定期にも関わらず，毎年積極的に見習生を受入れて
いる理由は，地域の森林に精通している専門労働者を育成
し，市有林直庸作業者の確保に加え，地域の林業事業体に
人材を安定的に輩出することを目的としているためである。

VI．まとめと考察

　以上から，ドイツにおける林業労働力の育成制度の特徴
とその役割について次の 4点が指摘できる。
　一つ目は，ドイツでは他産業と共通の連邦の職業教育法
に基づくデュアルシステムが，専門労働者を育成する仕組
みとして存在し，林業においても，その制度に基づいた林
業作業士の育成が行われていることである。
　二つ目は，職業教育制度は階層化された学校教育制度に
位置づいて成立している結果，毎年一定数の見習生が確保
され，林業就職者数も安定していることである。BW州に
おいても，基幹学校および実科学校卒業者が林業作業士見
習生として毎年 100 人参入し，一定数の労働力が安定供給

表︲2． Albstadt市有林における10カ年計画の目標（2015～2024年）
1 森林の保全
2 健康かつ活力のある生態系
3 森林の保護機能（水や空気）と多様性
4 社会的機能（ツアリズムおよびレクリエーション的森林利用の考慮）
5 生産機能（持続的利用，針葉樹割合の確保，地域住民への燃料材供給）
6 仕事と雇用の確保

1～6の項目は，上から優先度が高い順。Albstadt市の内部資料より作成。
目標の重複に対する捕捉：近自然型林業のシステムを利用することによっ
て，森林の多面的機能は同一空間の中で達成されることを前提とするが，
複数の目標同士が衝突した場合，特別および時間的分離あるいは目標の
妥協によって解決しなければならない。未決定の場合は，生産機能よりも，
保護および社会的機能を優先とする。
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されていた。
　三つ目は，林業のデュアルシステムは，他産業とは異な
る形で成立していることである。通常デュアルシステムで
は，私企業が OJTを担っているが，林業では公的機関，
特に州がその大部分を担っていることが特徴である。BW
州では，制度発足の 1975 年以降，州公企業である
ForstBWが，見習生 100 人分という全体の三分の二にのぼ
る訓練契約を引受けていた。さらに修了生を一定期間雇用
し，最終的には民間事業体への就職へと結びつけているな
ど，林業職業教育に果たす役割は大きい。
　四つ目に，OJTを担う Albstadt市の事例からは，自治体
は市有林直庸作業者の確保だけでなく，地域の林業事業体
への人材供給を担っていることが明らかになった。
　以上から，ドイツの林業労働力教育制度は，デュアルシ
ステムの両面を，州を中心とした公的機関が担うことで，
民間に事業体の経営に依存しない，安定的な人材の育成と
供給が実現していると指摘できる。

注　　　記

（注 1）近年では森林・林業に関して，専門教育や人材育成に関心が
高まっており，ドイツが一つの例として紹介されている．2018
年には「森林・林業の専門教育を語る」というシンポジウムが
開催され，寺下によってドイツを事例に林業の専門教育の報告
があった（井上ら 2019）．同年に開催された日本林業における
人材育成をテーマとしたシンポジウムでは，管理や現場を担う
人材とその専門教育をめぐる議論に関して，同じく寺下（2018）
によって「現場中心の循環」が実現しているドイツが紹介され
ている．

（注 2）このほかに，基礎的な研究としてドイツ林業の現状や動向を
把握するもの（石井 1992a；1993；神沼 1992a；堀 2013），EU
の森林政策の中でのドイツ各州の取組（石井 2004），日独にお
ける森林・林業の社会的位置づけの比較研究（飯塚 1994），自
治体有林管理状況の事例的に報告（石井 1992b），林業に対する
助成制度（堀 1995）などの報告がある．

（注 3）このほかに，州有林管理形態の変遷（香坂ら 2016）の報告が
ある．管理の実行者であるフォレスターについては，そのイメー
ジ（寺下 2010）や複数国におけるフォレスターの育成（相川
ら 2015）などの報告がある．

（注 4）ほかにも，寺下（1992）によるドイツの林業労働力に関する
コメントがある．また，過去には，林業分野の教育を改めて位
置づけるための学校教育制度の整理（寺下 2013）や，ドイツに
おける林業教育の地域性（寺下 2016）に関する報告が行われて
いた．また，2018 年には林業経済学会研究会 Boxにて「ドイツ
の林学教育と森林行政」というテーマで，寺下によってドイツ
の教育制度が紹介されている．

（注 5）労働力の供給構造に加え，地域労働力市場との関係（柿
沢 1991），労働力の再生産条件の改善（石井 1979；鷲尾 1991），
林業労働力を組織化（泉 1991）する主体である林業事業体等の経
営構造などの分析が必要である．

（注 6）本文では Forstlisches Bildungszentrumのことを林業専門学校と
した．同一機関を，奥山ら（2010）は「州立森林教育センター（林
業学校）」，寺下（2019）は「林業専門学校」と表しており，本
稿では後者を採用した．

（注 7）林業作業士（Forstwirt）の説明は，寺下（2019）によるもの
が詳しい．また，ドイツ語には「森林」にあたる言葉は複数あり，
「Forst」は人の手を加えた場所としての意味を含む．寺下（1993）
は「管理された木材生産の場」と説明しているが，今日におけ
る作業内容はそれだけにとどまらない．

（注 8）職種は整理と統合が行われており，1970 年ごろは 600 職種
だったが，1990 年代には 373 職種に整理された（寺田 2003）．

（注 9）坂野（1998）がデュアルシステムの特徴について 4点にまと
めているものを参考にする．①「私」企業が「公的」職業学校
と協力して職業教育を行う，②企業における訓練は，職業教育
法により連邦で統一的に規定されているが，職業学校の授業は
各州の学校法の規定の下にある，③憲法上の二元制，つまり企

業の職業訓練に関する連邦の権限と職業学校に対する各州の権
限のために，企業と職業学校における教育方針について，さま
ざまな職業教育関係者の利害調整が必要である，④訓練を受け
る青少年は，訓練生（見習生）である一方，職業学校の生徒で
ある．訓練生（見習生）の地位は私法上の協定，訓練契約に由
来する．職業学校の生徒の地位は州の就職義務法令に由来する．

（注 10）職業教育の期間は学歴や経験に応じて決まるため，基幹およ
び実科学校卒業者は 3年間，ギムナジウム卒業者および他職種か
らの転職者は 2年間の研修期間となる．3年間の者は，専門科目
の他に国語や数学等の基礎科目の履修が必要であるためである．

（注 11）Forstwirtは「林業の訓練学校で養成される資格者」（寺
下 1993），つまり林業における専門労働者を指す．神沼（1991）
は Forstwirtを無理に訳さずに使用していたが，寺下（2019）に
ならい，本稿で Forstwirtを使用する際には，「林業作業士」と記
述することにする（注 7）．なお，林業作業士になるために訓練
契約を結んだ上で職業教育を受けている者を，特に「林業作業
士見習生」とする．

（注 12）ドイツ連邦には現在 15 の林業専門学校がある．多くの州で
は州内 1機関だが，広大な森林を有し林業が盛んなバイエルン
州（BY州）と BW州においては林業専門学校が複数ある．初期
職業教育の基本的な内容は連邦内で統一されており，どの州の
林業専門学校で学んでも連邦全土で就職可能な教育内容となっ
ている．技術や安全性に関する新しい知見は更新を伴うため，
連邦内の林業専門学校で情報共有を図る場が定期的に設けられ
ている．樹種や地形等の違いなど地域色の高い知識は林業専門
学校ごとに特色があり，例えば，南部に位置する BW州と BY
州では，アルプス山脈を有していることから山岳地帯の林業に
ついて学ぶ機会がある．

（注 13）一方で，林業専門学校では初期職業教育以外の研修も提供さ
れており，その内容は林業専門学校によって異なる（奥山
ら 2010）．例えば，林業作業士より高度なマイスター資格を取得
するための研修は，Königsbronnの林業専門学校が担当している．
見習生修了後，林業作業士は，2年以上の実務経験を経ることに
よりマイスター研修受講の資格が得られる．9カ月に渡るコース
を履修し，試験に合格すると資格取得となる．マイスター資格を
取得する利点は，①給料が 10～15％上昇すること，②事業体か
らの求人で有利になること，③見習生の指導ができることが挙げ
られる．②に関しては，カリキュラムの三分の一が経済や経理の
講義であることから，外業が不得意な場合はキャリアにおいて事
務や教育に比重をおいて自身の仕事管理を調整することができ
る．また，事業体のマイスター求人や起業をする際に有利となる．
③に関しては，人材育成が自己実現や仕事の動機へつながる．
初期職業教育において重要なのは③であり，OJTの指導は必ず
マイスター取得者が行うことが定められている．

（注 14）女性の割合は 5～10％で推移しており，ギムナジウム卒業者
に多い．修了後はほとんどが進学する．
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